
 

多文化共生推進委員会設置要綱 

 

平成１３年６月１５日 

１３生文振国第１４７号 

生活文化局長決定 

改正 平成１８年３月３１日 

１７生文振事第６０３号 

改正 平成１９年３月３０日 

１８生都管法第１７１４号 

改正 平成２２年７月９日 

２２生文総総第８２５号 

改正 平成２７年７月１日 

２７生都地第６８２号 

改正 平成２８年７月１日 

２８生都地第３１１号 

改正 令和元年１０月１５日 

３１生都地第１０９２号 

改正 令和２年７月１３日 

２生都地第５４１号 

改正 令和４年３月１８日 

３生総総第２０７６号 

改正 令和４年８月２２日 

４生都地第９２７号 

改正 令和７年３月２５日 

６生都地第２８１８号 

改正 令和７年８月１４日 

７生都地第７０１号 

 

 

 

（設置目的） 

第１ 外国人もより住みやすく、活躍できるまちにするための重要な課題について具体的に検討す

るため、多文化共生推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ 委員会は、外国人に係る東京都の施策の推進に関する事項について検討し、生活文化局長に

進言及び助言する。 

 

（構 成） 

第３ 委員会は、外国人及び日本人の学識経験者、ＮＧＯ等から、生活文化局長が依頼する２０人

以内の委員で構成する。 

 

（委員任期） 



 

第４ 委員の任期は２年以内とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、委員の

再任は妨げない。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５ 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（幹事） 

第６ 委員会に、幹事を置く。 

２ 幹事は、別表に掲げる職にあるものをもって充てる。 

３ 幹事は、委員会に出席し、委員の検討に必要な情報を提供するものとする。 

 

（会議等） 

第７ 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会を招集するときは、各委員に対して、委員会の日時、場所、議題及びその他必要な事項

をあらかじめ通知する。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由の場合は、この限りではな

い。 

３ 委員長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求めて、意見を聴くことができる。 

４ 委員長は、特定の事業を調査審議するため必要があると認めるときは、委員で構成されるワー

キンググループを置くとともに、関係者から意見を聴くことができる。 

 

（公開等） 

第８ 委員会は公開で行うものとする。ただし、委員会の決定により非公開とすることができる。 

２ 委員会の会議録は、原則として公開する。 

 

（庶 務） 

第９ 委員会の庶務は、生活文化局都民生活部において処理する。 

 

（補 則） 

第１０ この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、生活文化局長が定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１３年６月１５日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２２年７月１６日から施行する。 

 



 

  附 則 

 この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１５日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年７月１３日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年８月２２日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年８月１４日から施行する。 



 

別表 

 

政策企画局 政策部 政策担当課長 

子供政策連携室 総合推進部 企画経理担当課長 

総務局 総務部 企画担当課長 

生活文化局 総務部 

文化振興部 

企画担当課長 

文化政策担当課長 

都民安全総合対策本部 総合推進部 企画調整担当課長 

住宅政策本部 住宅企画部 企画担当課長 

福祉局 企画部 政策推進担当課長 

保健医療局 企画部 政策推進担当課長 

産業労働局 総務部 企画調整課長 

教育庁 グローバル人材育成部 日本語指導担当課長 

 


